
【事例２４】 

 

□概況 

債務者は、当行メイン先（シェア６５％、与信額：平成１５年３月決算期５００百万

円）。ホテル業を営んでいる。 

□業況 

債務者は、地元では数少ない多彩な装置を有する結婚式場を併営するホテルとして、

営業を行ってきたが、価格設定が高いこともあって、長引く景気の低迷や近郊への競合

店の進出等により、売り上げ、利益とも伸び悩み、経営状況は大幅に悪化し、有利子負

債も重く、財務状況が実質債務超過（３５０百万円）である。 

債務者は、中小企業再生支援協議会の支援のもと、ホテル業界に精通した中小企業診

断士や公認会計士などの外部専門家も活用の上、計画実施に必要な全ての関係者の同意

を得て、価格設定の全面見直し、外部委託費や人件費等の経費削減等による事業面、及

び、地域の再生ファンドを活用した債務（２６０百万円）の株式化による債務圧縮や新

たな資本の注入（５０百万円）、既存借入金のリスケジュール（元金返済期間を２倍に

延長）など財務面での改善による再建計画を策定し、これらの計画の実施により、５年

程度で正常先となる見込みである。 

□自己査定 

当行としては、元金返済期間を延長しているものの、中小企業再生支援協議会の支援

のもと作成された、実現性の高い抜本的な経営再建が開始されている（中小・地域金融

機関向けの総合的な監督指針Ⅲ－４－９－４－３（２）、③．ハ）と判断しており、当

該経営再建計画に基づく貸出金は貸出条件緩和債権には該当せず、債務者区分について

は、その他要注意先としている。 

 

【検証ポイント】 

経営再建計画に沿った経営再建が見込まれる場合の貸出条件緩和債権の取扱いについて（いわ

ゆる卒業基準）  

 

【解説】 

１．貸出条件緩和債権については、銀行法施行規則第１９条の２第１項第５号ロ（４）において

規定され、その具体的な事例は、中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針において規定

されている。 

また、中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針では、過去に債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として貸出条件の緩和を実施した貸出金であっても、金融経済情勢等の変

化により新規貸出実行金利が低下した結果、又は当該債務者の経営状況が改善し信用リスク

が減少した結果、当該貸出金に対して基準金利が適用される場合と実質的に同等の利回りが

確保されていると見込まれる場合、又は当該債務者の債務者区分が正常先となった場合には、



貸出条件緩和債権には該当しないこととされている。 

特に実現性の高い抜本的な経営再建計画に沿った金融支援の実施により経営再建が開始され

ている場合には、当該経営再建計画に基づく貸出金は貸出条件緩和債権には該当しないもの

とされており、債務者が中小企業である場合の取扱いは、金融検査マニュアル別冊〔中小企

業融資編〕（５．貸出条件緩和債権（２）貸出条件緩和債権の卒業基準ニ．）を参照すること

とされている。 

 

２．本事例については、① 中小企業再生支援協議会の支援のもと、売上高、費用及び利益等の予

想等の想定が十分厳しいものとなっていること② 当該経営再建計画の実施により概ね５年

後には、当該債務者の債務者区分が正常先となることが見込まれること等、中小・地域金融

機関向けの総合的な監督指針Ⅲ－４－９－４－３（２）､③．ハの要件を満たしていると考え

られることから、貸出条件緩和債権には該当しないものと考えられる。  

 

３．今後、経営改善計画の進捗状況が計画を大幅に下回った場合には、合理的かつ実現可能性の

高い経営改善計画の要件を満たすように計画の見直しを行わない限り、再び貸出条件緩和債

権となることも考えられるので、経営改善計画の進捗状況についても、引き続き、検証する

必要がある。 

なお、中小企業再生支援協議会の策定支援した計画の実施状況については、一定期間経過後

に専門家によるモニタリングを行うことになっており、計画の実施をより確実なものにする

ため、その後のモニタリング状況の調査結果の検証も重要である。 


